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５．保健師の研修等の 

  根拠となる法律等 

 



 

 

 

 地域における保健師の保健活動は、これまで地域保健法及び同法第４条第 1 項に基づく「地域

保健対策の推進に関する基本的な指針」（平成 6 年厚生労働省告示第 374 号。以下「地域指針」）

により実施されてきました。近年、地域保健を取り巻く状況が大きく変化してきたことから、地

域指針が大幅に改訂（H24.7）されるとともに、地域における保健師の保健活動の留意事項等を示

した「地域における保健師の保健活動について」（H15.10.10付健発第 1010003号。以下「保健活

動通知」）についても大幅に見直しがされました(H25.4）。 

 そのなかで、地方公共団体（以下「自治体」）に属する保健師について、日々進展する、保健、

医療、福祉、介護等に関する専門的な知識及び技術、連携・調整に係る能力、行政運営や評価に

関する能力を養成するよう努めることとされており、自治体は研修等により体系的に人材の育成

を図っていくこととされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健師の研修等の根拠となる法律等 

地方公務員法  

第３９条 職員には、その勤務能率の発揮及び増進のために、研修を受ける機会が与えられなけれ
ばならない。 

２ 前項の研修は、任命権者が行うものとする。 
３ 地方公共団体は、研修の目的、研修に関する計画の指針となるべき事項その他研修に関する基
本的な指針を定めるものとする。 
４ 人事委員会は、研修に関する計画の立案その他研修の方法について任命権者に勧告することが
できる。 

研修は義務ではなく、職員自身が業務遂行上、 
自ら必要と思われる内容について、任命権者が、
その意図を反映させた研修等を企画し、個人の学
究的意欲に応えなければならない。 

① 研修参加機会の確保 
  研修は業務として扱う 
②  研修生の意図の把握 
   アンケート等の実施 

地域保健法（第３、４、８条抜粋） 

○市町村は、地域保健対策が円滑に実施できるように、必要な施設の整備、人材の確保及び資
質の向上等に努めなければならない。 

○都道府県は、当該都道府県が行う地域保健対策が円滑に実施できるように、必要な施設の整
備、人材の確保及び資質の向上、調査及び研究等に努めるとともに、市町村に対し、前項の
責務が十分に果たされるように、その求めに応じ、必要な技術的援助を与えることに努めな
ければならない。 

○国は、地域保健に関する情報の収集、整理及び活用並びに調査及び研究並びに地域保健対策
に係る人材の養成及び資質の向上に努めるとともに、市町村及び都道府県に対し、前二項の
責務が十分に果たされるように必要な技術的及び財政的援助を与えることに努めなければ
ならない。 

○国は、地域保健に関する情報の収集、整理及び活用並びに調査及び研究並びに地域保健対策
に係る人材の養成及び資質の向上に努めるとともに、市町村及び都道府県に対し、前二項の
責務が十分に果たされるように必要な技術的及び財政的援助を与えることに努めなければ
ならない。 

○厚生労働大臣は、地域保健対策の円滑な実施及び総合的な推進を図るため、地域保健対策の
推進に関する基本的な指針を定めなければならない。 

○都道府県の設置する保健所は、前二条に定めるもののほか、所管区域内の市町村の地域保健
対策の実施に関し、市町村相互間の連絡調整を行い、及び市町村の求めに応じ、技術的助言
、市町村職員の研修その他必要な援助を行うことができる 
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看護師等の人材確保の促進に関する法律（第４、６条） 

○国は、看護師等の養成、研修等による資質の向上及び就業の促進並びに病院等に勤務す
る看護師等の処遇の改善その他看護師等の確保の促進のために必要な財政上及び金融
上の措置その他の措置を講ずるよう努めなければならない。 

○看護師等は、保健医療の重要な担い手としての自覚の下に、高度化し、かつ、多様化す
る国民の保健医療サービスへの需要に対応し、研修を受ける等自ら進んでその能力の開
発及び向上を図るとともに、自信と誇りを持ってこれを看護業務に発揮するよう努めな
ければならない。 

保健師助産師看護師法（第２８条の２ 抜粋） 

○保健師、助産師、看護師及び准看護師は、免許を受けた後も、臨床研修その他の研修を
受け、その資質の向上を図るように努めなければならない。 

「地域における保健師の活動について」（平成 25年 4月 19日付け健発 0419第 1号） 

記の４（抜粋） 
 
都道府県及び市町村は、保健師が新たな健康課題や多様化、高度化による住民のニーズに
的確に対応するとともに、効果的な保健活動を展開するために、常に資質の向上を図る必
要があることから、保健師に現任教育（研修（執務を通じての研修を含む。）、自己啓発の
奨励、人材育成の観点から計画的な人事異動その他の手段による教育をいう。）については、
各地方公共団体において策定した人材育成指針により、体系的に実施すること。 
 
別紙 地域における保健師の保健活動に関する指針 
第二 
１ 都道府県保健所等 
（５）研修（執務を通じての研修を含む。） 
 市町村及び保健、医療、福祉、介護等に従事する者に対する研修を所属内の他の職員等
と協働して企画及び実施すること。 
４ 都道府県、保健所設置市、特別区及び市町村の本庁 
（２）保健師の計画的な人材確保を行い、資質の向上を図ること。 
 ア （省略） 
 イ 地方公共団体の人材育成指針に基づき、職場内研修、職場外研修、人材育成の観点
から異なる部門への人事異動、都道府県と市町村（保健所設置市、特別区を含む。）間等の
人事交流及び自己啓発を盛り込んだ保健師の現任教育体系を構築し、研修等を企画及び実
施すること。 
 ウ 現任教育の実施に当たり、地方公共団体の人事担当部門、研究機関、大学等の教育
機関等との連携を図り、効果的及び効率的な現任教育を実施すること。 
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